
1



2



3

 東日本旅客鉄道株式会社 社長の深澤です。

 本日は、お忙しいなか、多くの方にお集まりいただき、ありがとうございます。

 私からは、昨年7月発表のグループ経営ビジョン「変革2027」に基づき、今後の
展望をお話しします。
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 本年4月で当社発足33年目となりますが、従来は「鉄道を起点としたサービス」
に取り組んできました。

 社会全体で大きな変化が起こっているなか、今後10年間、あるいはその先も見

据えて、当社グループが、社会に対してしっかりと貢献できる存在であり続ける
ためにも、「ヒトを起点としたサービス」の提供へと、ビジネスストーリーを変えて
いくことを、本ビジョンの基本方針としました。
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 2017年度は「輸送サービス」と「生活サービス／IT・Suicaサービス」の収益比率
が7:3でしたが、2027年頃には6:4にしていきます。
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 目標とする経営指標として、「連結累計営業キャッシュ・フロー」と「連結ROA」を

掲げており、創出された営業キャッシュ・フローをベースに、積極的に設備投資
と株主還元を実施します。
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 2022年度の財務面の数値目標にむけて、現在のところ、順調に推移しています。

 また、具体的な取組みの数値目標についても、基本的に順調に推移しており、
2022年度の目標達成にむけて、引き続き各種取組みを実施していきます。
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 「変革2027」で掲げた目標を達成するために、「信頼」、「豊かさ」、「業務改革・
生産性向上」といった大きな3本柱をベースに、2019年度は「変革ストーリー」の
基盤づくりに着実に取り組みます。

 また、来年開催される「東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会（以下、
東京2020大会）」にむけて、準備を進めていきます。
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 お客さま、地域の皆さまからの「信頼」を高めるために、「究極の安全」を追求し、
「サービス品質」を改革し、「ESG経営」を進めていきます。

 また、ネットワークの力を高め、お客さまの「心豊かな生活」を実現するために、
「輸送サービスの質的変革」、「くらしづくり（まちづくり）」を進めていきます。

 さらに、「JR東日本2020Project」を推進するために、東京2020大会にむけて、
セキュリティ向上も含めて、準備を行っていきます。
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 1番目のトピックスは、「羽田空港アクセス線」です。

 東山手ルートとアクセス新線について、来月、東京都に、環境影響評価調査計
画書を提出するための準備を、現在進めています。

 環境アセスメントは約3年、工事施工に約7年かかると想定していますが、でき
る限り早期のプロジェクト実現を目指します。

 本年11月に、相鉄・JR直通線が開業しますが、首都圏において、これらの既存

のネットワークを使ったさらなるサービス向上は、当社経営にも非常に大きなイ
ンパクトを持つものと考えています。
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 2番目のトピックスは、「くらしづくり（まちづくり）」です。

 品川開発プロジェクト（第Ⅰ期）については、先日、都市計画決定されました。

 また、来春に高輪ゲートウェイ駅が開業しますが、東京2020大会の際には、
駅前の一部で、「東京2020ライブサイト」が開催されることで、パブリックビュー
イングも含めて、多くのお客さまにお集まりいただきたいと考えています。

 また東京2020大会以後に、品川開発プロジェクトの工事を進めていき、2024年
頃の街びらきを目指していきます。なお、オフィスのリーシングについても、
今年度から具体的に進めていきます。

 今後の開発件名としては、今年度開業予定の渋谷スクランブルスクエア、また
来年度には竹芝、横浜など順調に工事が進んでいるところです。

 以上申し上げた開発を通じて、「くらしづくり（まちづくり）」に貢献していきます。
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 3番目のトピックスは、「Suicaの共通基盤化」と「JRE POINT」です。

 モビリティの分野では、今年度末に新たな新幹線IC乗車サービスを開始します。

今後は、クラウド技術を活用して、将来の在来線でのチケットレスにむけて、具
体的なシステムづくりを進めるとともに、二次交通事業者との「地域連携ICカー
ド」やインバウンド向けの「Welcome Suica」も進めていきます。

 ポイントサービスの分野では、昨年6月に「JRE POINT」に共通化しましたので、
今後、当社グループ全体としてのさらなるサービス向上を図っていきます。

 ライフスタイルの分野では、Suicaの利便性を高めるために、ご利用の入口とし
てのチャージ箇所を増やしていきます。すでに「Mizuho Suica」や「セブン銀行で
のチャージ開始」により、チャージ場面を増やしてきましたが、今年度は
「J-Coin Pay」から「Suicaアプリケーション」へのチャージの実証実験を開始します。
また、Suicaご利用の出口として、様々な決済サービスと連携していきます。

 Suicaを含めた交通系電子マネーの1日あたりのご利用件数について、800万件
を目標としていましたが、先週4/19に807万件ということで、目標を1つクリアし
ました。今後、さらにご利用件数を伸ばしていきます。
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 4番目のトピックスは、「MaaS（Mobility as a Service）」です。

 既に、「Ringo Pass」アプリや、伊豆エリアでの観光型MaaSなどの実証実験を
行っていますが、これらをさらに具体的に進めていきます。

 今後のプラットフォーム構築に関しては、オープンなネットワークを作っていきた
いと考えており、他の鉄道事業者や二次交通だけでなく、観光、旅館、ホテル
などとの結びつきも進めていきます。
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 5番目のトピックスは、「業務改革のさらなる推進」です。

 現在、業務改革に関連する様々な取組みを実施していますが、駅ではチケット
レス、運輸ではドライバレス運転にむけて様々な実験を行い、車両・設備では、
AIやIoTなどの新技術を使ったメンテナンス手法をさらに広めていきます。

 現在、修繕費は約3,000億円ということで、今年度も計画を立てていますが、
将来にむけてコストコントロールをしっかり行うための土台を作っていきたいと
考えています。
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 最後のトピックスは、東京2020大会における「JR東日本2020Project」の推進です。

 東京2020大会の開催を来年に控え、様々なハード対策、ソフト対策を実施して
いきます。

 まず、インバウンド戦略として、中国最大規模のオンライン旅行会社Ctripと提携
することで、中国からのお客さまをさらに増やしていきます。そして、インバウン
ド商品の予約・受付に関しても、ストレスフリーな体制を整備していきます。

 また、東京2020大会の運営支援として、運行計画や駅案内の準備を進めるとと
もに、駅などのバリアフリー整備やセキュリティにも取り組んでいきます。
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 2020年3月期のキャッシュ使途です。

 設備投資については、対前年1,380億円増の7,680億円で計画しています。
内訳は、維持更新投資、成長投資、重点枠と3つに分類されますが、特に成長
投資を増額することで、将来の収益力向上に備えていきます。

 株主還元については、配当に関して、対前年15円増の165円で計画しています。
自社株取得に関しては、500万株または400億円を上限として、本年5月から7月
までの間で実施していきます。

 2019年度は、「変革2027」実現のためのしっかりとした一歩を、踏み出していき
たいと考えていますので、よろしくお願いします。
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 設備投資額の主な項目は、掲載のとおりです。
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 常務取締役の喜㔟です。

 私から、2019年3月期決算と、2020年3月期の業績見通しについて説明します。
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 まず、単体決算です。

 2019年3月期の営業収益は、3連休好調、インバウンド収入の増、GW・お盆・
年末年始好調などにより、運輸収入が増加したことから、対前年200億円増
の2兆1,133億円となりました。

 一方、営業費用は、人件費が減少しているものの、物件費その他や動力費
などの営業費用が増加したことから、対前年233億円増の1兆7,214億円とな
りました。

 これらの結果、営業利益・経常利益は減益となったものの、特別損益におい
て固定資産売却益の増などがあったことから、当期純利益は、対前年40億
円増の2,511億円となりました。

 対計画では、営業費用が上振れたものの、営業収益が伸びたことから、営業
利益、経常利益、当期純利益とも計画を上回りました。

 2020年3月期については、インバウンドやGW10連休等による定期外収入の

増、定期収入の増による増収を見込むものの、物件費の増などにより、
営業利益・経常利益・当期純利益は減益となる見込みです。
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 鉄道運輸収入の実績と主な増減要素です。

 鉄道運輸収入は、対前年101.1％で200億円の増となりました。

 定期は、対前年100.7％で33億円の増となりました。就業者数の増、特に高

齢者や女性の定期券ご利用者数の増加により、引き続き堅調に推移しまし
た。

 定期外のうち、新幹線は、昨年からの営業施策が奏功した北陸新幹線をは
じめ、各方面とも、また平日・休日ともに輸送実績は前年を上回っています。
全体として、対前年101.5％で86億円の増となりました。

 在来線関東圏については、インバウンド収入の増、3連休好調、GW・年末年
始好調などにより、対前年101.1％で80億円の増となりました。
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 2020年3月期の鉄道運輸収入の計画です。

 定期は、就業者数の増加に伴う堅調な伸びが続くと見ており、対前年38億円
の増を見込んでいます。

 定期外は、インバウンド、うるう年、GW10連休化などにより、対前年193億円
の増を見込んでいます。
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 2019年3月期の営業費用は、対前年101.4％で233億円の増となりました。

 人件費は、エルダー社員制度変更に伴う増はあったものの、社員数の減な
どにより、対前年62億円の減となりました。

 動力費は、燃料費単価上昇の影響を受けたことにより、対前年53億円の増
となりました。

 修繕費は、車両修繕費の増や、一般修繕費における建設附帯修繕の増な
どにより、対前年34億円の増となりました。

 物件費その他は、警備費用の増や駅業務委託の拡大などにより、対前年
169億円の増となりました。

 減価償却費は、設備投資の増などにより、対前年34億円の増となりました。
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 2020年3月期の営業費用は、対前年101.8%で305億円の増を計画しています。

 人件費は、エルダー社員制度変更に伴う増はあるものの、社員数の減などによ
り、対前年69億円の減と計画しています。

 修繕費は、労務単価上昇や消費税増税等の外部環境への対応に加えて、建設
附帯修繕の増加や、今後のメンテナンス体制構築に向けた検討の進捗があるも
のの、追加的な安全対策は2018年度までの3年間で終了したことにより、
対前年11億円の減となる3,000億円と計画しています。

 物件費その他は、対前年322億円の増と計画しています。うち、業務費は
対前年154億円の増と計画しており、主な増加要素は、次世代新幹線「ALFA-X」、
「JRE POINT」の平年度化です。また、業務委託費は、対前年168億円の増と計
画しており、主な増加要素は、駅業務委託や警備委託の拡大などの部外委託関
係となります。
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 つづいて、連結決算です。

 2019年3月期では、増収、かつ全ての利益ベースで増益となりました。また、
全てのセグメントで増収増益となりました。

 2020年3月期も、当社の営業費が増加するものの、運輸収入の増に加えて、
東京駅の商業施設一部開業や渋谷スクランブルスクエア第Ⅰ期（東棟）
開業等による増収により、営業利益・経常利益・親会社株主に帰属する
当期純利益ともに増益となる見込みです。

 単体における各種施策の実施に伴う費用の増があるものの、運輸事業、
流通・サービス事業、不動産・ホテル事業、その他の事業のいずれの
セグメントとも、増益を確保していきます。
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 運輸事業の実績と計画です。

 2019年3月期については、当社の運輸収入が定期外収入を中心に増加したこ
となどにより、増収増益となりました。

 2020年3月期については、単体の運輸収入の増などにより増収を見込むもの

の、単体における各種施策の実施に伴う費用の増加により、微増益にとどまる
見込みです。
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 流通・サービス事業の実績と計画です。

 2019年3月期については、東京駅等の店舗売上が好調であったことなどにより、
増収増益となりました。

 2020年3月期については、鉄道会館の東京駅北通路Ⅱ期先行開業、紀ノ國屋、
JR東日本スポーツの新規店舗開業などにより、増収増益となる見込みです。
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 不動産・ホテル事業の実績と計画です。

 2019年3月期については、「ペリエ千葉」の全面開業に伴う増収効果や
ホテル業の好調などにより、増収増益となりました。

 2020年3月期については、渋谷スクランブルスクエア開業のほか、ルミネの
既存店・i Lumineの売上増や、ジェイアール東日本ビルディングのオフィスビ

ル賃料の増、日本ホテルの新規ホテル開業などにより、増収増益となる見込
みです。
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 その他の事業の実績と計画です。

 2019年3月期については、情報処理業やクレジットカード事業の売上が増加
したことなどにより、増収増益となりました。

 2020年3月期については、JR東日本の電子マネー収入の増や、日本コンサ
ルタンツのインド国高速鉄道建設事業詳細設計調査の売上増などにより、
増収増益となる見込みです。
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 営業外損益、特別損益の実績と計画は、掲載のとおりです。
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 キャッシュ・フローの実績です。

 営業CFは、売上債権が増加したことなどから、キャッシュ・インが減少しました。

 投資CFは、有形及び無形固定資産の取得による支出が増加したことなどによ
り、キャッシュ・アウトが増加しました。

 財務CFは、有利子負債の調達による収入が増加したことなどにより、
キャッシュ・アウトが減少しました。

 以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、対前年511億円減の
2,637億円となりました。
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 設備投資の推移です。

 2020年3月期は、対前年1,380億円増の7,680億円を計画しています。

 成長投資は、対前年838億円の増で計画しています。品川・渋谷・竹芝・横
浜等の大規模開発プロジェクトや、相鉄・JR直通線開業に向けた準備等を進
めていくため、2018年度実績よりも大きく増加します。

 維持更新投資は、対前年211億円の増で計画しています。ホームドア整備、
大規模地震対策、老朽対策などを着実に進めていきます。

 また、重点枠では、対前年330億円の増で計画しています。単体で、技術革

新や生産性向上、安全性向上につながる投資を積極的に実施することから
増加します。

 以上、ご説明のとおり、「変革2027」を踏まえて、「安全・安定輸送のレベル

アップ」、収益力の向上や強化につながる「新たな成長戦略の推進」、およ
び「業務改革・生産性向上」について、時間軸を意識して、スピード感を持っ
て、施策を展開していきます。
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 連結有利子負債残高の推移です。
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 以下は参考資料です。

 各種データ、債券投資家の皆さまに向けた資料も掲載していますので、
ご参照ください。
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